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第１章 調査研究概要 
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１．調査研究主旨 

 学校安全の推進に向けては、各学校の学校安全への取組内容や意識の乖離、各学校が作成する

計画・マニュアルによる取組等の実効性等に課題があることを受け、令和４年３月２５日に「第

３次学校安全の推進に関する計画」（以下「第３次計画」という。）が閣議決定された。同計画は、

学校管理下の児童生徒等の死亡事故の発生件数を限りなくゼロにする、障害や重度の負傷を伴う

事故を中心に減少させることなどをめざしている。 

本調査研究では、学校における安全点検の実効性の向上に向け、教育委員会・学校へのアンケ

ート調査分析、ヒアリング調査等をとおして、安全点検における今後のあり方を検討する。加え

て、各学校・学校設置者が行う取組事例を事例集として取りまとめ、教育委員会・学校の具体的

な取組実施の後押しとなることを目的とする。 

 

２．調査研究内容 

（１）調査内容 

 本調査研究では、次の調査研究を実施する。 

 

① 全国の学校設置者に対する安全点検に関する取組状況調査 

１）学校に対する安全点検に関する取組状況調査（アンケート調査） 

学校等における安全点検の取組状況を把握し、実効性のある安全点検等の在り方に関する検討

を行うため、文部科学省において実施した学校園に対する取組状況調査の分析を行った。 

なお、本調査は令和５年３月に消費者安全調査委員会から提出された意見具申を受けた、「消費

者安全法第３３条の規定に基づく意見等における緊急的対策の実施（安全点検）」の対応状況に関

する調査も兼ねている。 

調査対象は、全国の幼稚園、幼稚園型認定こども園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学

校、中等教育学校、特別支援学校である。 

 

２）学校設置者に対する安全点検に関する取組状況調査（アンケート調査） 

学校等における安全点検の取組状況を把握し、実効性のある安全点検等の在り方に関する検討

を行うため、文部科学省において実施した学校設置者に対する取組状況調査の分析を行った。 

なお、本調査は令和５年３月に消費者安全調査委員会から提出された意見具申を受けた、「消費

者安全法第３３条の規定に基づく意見等における緊急的対策の実施（安全点検）」の対応状況に関

する調査も兼ねている。 

調査対象は、都道府県・政令指定都市・市区町村の教育委員会である。 

 

３）学校及び学校設置者における安全点検に係る取組状況調査（ヒアリング調査） 

 安全点検の「実効性」と「持続可能性」を高める際の課題や工夫について示唆を得るとともに、

これらの取組のポイント等をまとめた好事例集を作成することを目的として、学校園または学校

設置者に対するヒアリング調査実施した。 
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調査にあたっては、文部科学省が実施した「学校に対する安全点検に関する取組状況調査」、「学

校設置者に対する安全点検に関する取組状況調査」の回答を踏まえ、後述の「調査対象抽出の視

点」に基づき対象を選定した。 

なお、ヒアリング調査は原則として対面形式の個別ヒアリング形式（半構造化インタビュー形

式）によって実施した。 

 

② 今後の安全点検のあり方の検討 

１）ヒアリング調査を基にした安全点検のあり方の検討 

学校における事故予防に向け、学校の安全点検の実効性・効率性を向上させるため、学校及び

学校設置者に対するヒアリングや、ベンダーヒアリング、ＪＳＣデータの整理等を行い、安全点

検のあり方について考察を行った。 

 

２）安全点検に係る取組事例集の作成 

１）で検討したあり方を踏まえつつ、各校が具体的な取組を行うためのきっかけとなるよう、

ヒアリング調査結果を取りまとめた取組事例集を作成した。 

 

（２）調査フロー 

 調査フローは次のとおり。 

図表 １-１ 調査フロー 

 

学校及び学校設置者に対する
安全点検に関する取組状況調査

（アンケート調査）

学校及び学校設置者における
安全点検に関する取組状況調査

（ヒアリング調査）

学校の安全点検に係る
取組事例集の作成

 学校に対する安全点検に関する取組状況調査の集計・分析

 学校設置者に対する安全点検に関する取組状況調査の集計・分析

※消費者安全法第３３条の規定に基づく意見等における緊急的対策の実施（安全点検）」
の対応状況に関する調査を兼ねた調査となっている。

 ヒアリング調査結果を踏まえ
た取組事例集の作成

ベンダーヒアリング／
ＪＳＣデータの活用方法の検討

安全点検のあり方の検討

 安全点検への新たな技術
活用の検討に向けたベン
ダーヒアリング調査

 ＪＳＣデータ*の利活用方
法の検討

 安全点検のあり方の検討

*日本スポーツ振興センター災害共済給付Ｗｅｂ「学校等事故事例検索データベース」

 32学校園並びに４教育委員会に対する、計36件のヒアリング調査を実施

業務報告書の作成

全国の学校設置者に対する安全点検委関する取組状況調査

今後の安全点検のあり方の検討
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３．調査研究結果概要 

 各調査研究結果の概略は次のとおり。 

 

（１）全国の学校設置者に対する安全点検に関する取組状況調査 

① 学校に対する安全点検に関する取組状況調査（⇒Ｐ9） 

 回答のあった幼稚園・認定こども園を除く 30,033 校のうち、窓際の設置物がある学校は

43.6％、固定されていない積み重ねた棚がある学校は 21.3％であった。また幼稚園・認定こ

ども園（N=5,740）において、そのどちらかがある割合は 36.0％であった。 

 これらに対し、現時点では全く対策を講じることができていない学校が 20～30％程度存在し

ている。その理由としては、窓際の設置物に関しては「造り付けや固定されているもので、

学校だけでのレイアウトの変更や撤去が困難であるため」、固定されていない棚に関しては

「学校で棚や床を壁に固定するのに時間を要するため」の割合が高かった。 

 安全点検に使用する点検表等を作成している学校園は 89.8％と９割に上り、学校設置者の示

す例を参考にしつつも、学校園独自に作成している学校も半数以上存在している。また、点

検表等の見直しも 85.0％の学校園が実施している。 

 安全点検に外部人材が参加している学校園は半数程度であり、外部人材としては「安全点検

の専門家（民間委託も含む）（28.5％）」「教育委員会（設置者）の職員（21.8％）」の割合が

高い。参加方式については、保護者を除きいずれの外部人材も「教職員とは別に安全点検を

実施」のパターンが多い。また、外部人材の参加経緯としては教育委員会からの派遣される

パターンが８割程度である。 

 学校における安全点検の工夫としては、「教職員の複数体制や点検する場所のローテーション

による安全点検（50.9％）」「他校（園）で起こった事故事例（ヒヤリハット事例含む）を踏

まえた安全点検（39.8％）」の割合が高い。 

 

② 学校設置者に対する安全点検に関する取組状況調査（⇒Ｐ26） 

 回答のあった1,625の教育委員会のうち、安全点検マニュアルを策定しているのは23.4％で、

４分の１程度にとどまる。その中で示している内容としては、「安全点検の実施箇所例

（84.2％）」「安全点検表例（72.9%）」の割合が高い。 

 学校の安全点検に外部人材を派遣していない教育委員会が５割弱であるが、派遣している場

合は「安全点検の専門家（民間委託も含む）（27.3％）」「教育委員会の職員（22.1％）」の割

合が高い。 

 教育委員会として行う取組（工夫点）としては、「管内や多地域の学校で行った事故事例を踏

まえた安全点検実施に係る学校等への呼びかけ（65.5％）」の割合が高い。 

 学校から修繕の申し出があったという教育委員会は 85.4％で、その対状況として「順次､改

善措置を進めているが､複数年度に対策がまたがる場合がある（70.0％）」の割合が高かった。 
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③ 学校設置者及び学校における安全点検に係る取組事例調査（⇒Ｐ33） 

 安全点検の「実効性」と「持続可能性」を高める際の課題や工夫について示唆を得るととも

に、これらの取組のポイント等をまとめた好事例集を作成することを目的として、学校園ま

たは学校設置者に対するヒアリング調査実施した。 

 ヒアリング調査対象の選定時には、安全点検の「実効性」と「持続可能性」を高めるための

６つの視点を設け、該当する取組を実施している学校園または学校設置者にヒアリング調査

の協力依頼を行った。 

 ヒアリング調査は令和５年７月～令和６年１月にかけて実施し、32 の学校園と４つの学校設

置者に対面またはオンラインヒアリングを行った。 

 

 

（２）今後の安全点検のあり方の検討 

① ヒアリング調査を基にした安全点検のあり方の検討（⇒Ｐ39） 

 全国の 32の学校園及び４の学校設置者に対するヒアリングを実施するとともに、ＡＩやデジ

タル技術の導入を見据えベンダーに対するヒアリング調査を行った。 

 ベンダーヒアリング結果から、安全点検にＡＩやデジタル技術を活用することについて、技

術的には可能であるといえ、導入が実現すれば安全点検の支援や効率化により職員の大幅な

負担軽減につながることが期待されるが、コスト面の課題や、撮影方法や撮影した画像の処

理、撮影に係る児童生徒及び保護者の同意に関しては一定のハードルがあるといえる。 

 ヒアリング調査結果を踏まえ、複数の目で確認することや点検の慣れやマンネリ化を防ぐた

めの「実効性の高い安全点検に向けた点検体制と実施方法」、子供や地域住民等第三の目線に

よる安全点検により、安全確保をめざす「児童生徒の視点を活かした安全点検」や「地域と

連携した安全点検」を考察した。 

 また、ＡＩやデジタル技術等による「教職員の負担軽減」や定期的な安全点検の見直し体制

の構築による「安全点検に係るＰＤＣＡサイクルの構築」について考察した。 

 

② 安全点検に係る取組事例集の作成（⇒Ｐ51） 

 ヒアリング調査結果を踏まえ取組事例集を作成した。。 
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第２章 全国の学校設置者に対する安全点検に関する取組状況調査 
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１．学校に対する安全点検に関する取組状況調査 

（１）調査概要 

① 調査目的 

学校等における安全点検の取組状況を把握し、実効性のある安全点検等の在り方に関する検討

を行うため、学校園に対する取組状況調査を実施した。 

なお、本調査は令和５年３月に消費者安全調査委員会から提出された意見具申を受けた、「消費

者安全法第３３条の規定に基づく意見等における緊急的対策の実施（安全点検）」の対応状況に関

する調査も兼ねている。 

 

② 調査方法・期間 

アンケートは文部科学省のオンライン調査システムを活用し、令和５年７月初旬から８月下旬

までの期間で実施した。 

 

③ 調査対象 

調査対象は、全国の幼稚園、幼稚園型認定こども園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学

校、中等教育学校、特別支援学校である。 

 

（２）調査結果 

① 回答者の属性 

１）学校種別 

回答者の学校種別は次のグラフの通りとなった。 

図表 ２-１ 学校種別（SA） 

 

 

  

幼稚園
15.8%

幼保連携型認定こども園
0.2%

小学校
46.0%

中学校
23.1%

義務教育学校
0.5%

高等学校
11.3%

中等教育学校
0.1%

特別支援学校
2.9% 無回答

0.0%

(n=35773)
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２）都道府県分布 

回答者の都道府県分布は次の表の通りとなった。 

図表 ２-２ 都道府県分布（SA） 

 

 

３）設置区分 

回答者の設置区分は次のグラフの通りとなった。 

図表 ２-３ 設置区分（SA） 

 

 

  

合計 北海道 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 茨城県 栃木県
35773 1722 471 494 745 368 363 815 902 533
100.0 4.8 1.3 1.4 2.1 1.0 1.0 2.3 2.5 1.5

群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 新潟県 富山県 石川県 福井県 山梨県
578 1668 1637 2561 1505 815 310 377 304 303
1.6 4.7 4.6 7.2 4.2 2.3 0.9 1.1 0.8 0.8

長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県
632 622 1175 1774 609 376 714 2123 1495 358
1.8 1.7 3.3 5.0 1.7 1.1 2.0 5.9 4.2 1.0

和歌山県 鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 徳島県 香川県 愛媛県 高知県
360 211 367 661 865 649 331 307 568 369
1.0 0.6 1.0 1.8 2.4 1.8 0.9 0.9 1.6 1.0

福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県 無回答
1260 243 460 650 473 377 790 483 0
3.5 0.7 1.3 1.8 1.3 1.1 2.2 1.4 0.0

合計

国立
0.6%

公立
84.1%

私立
15.3%

無回答
0.0%

(n=35773)
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② 学校等における安全点検に係る取組状況について（調査票：Ⅰ） 

※Q１・Q2 は幼稚園・幼稚園型認定こども園以外が回答、Q３は幼稚園・幼稚園型認定こども園が

回答 

 

１）窓際の設置物の有無（Q1） 

窓際の設置物（各教室や廊下等の窓際に机やロッカー等の足掛かりとなる設置物）の有無を尋

ねたところ、「ある」が 43.6％、「ない」が 56.0％であった。 

図表 ２-４ 窓際の設置物の有無（SA） 

 

 

２）事故防止のための対策状況（Q1-1） 

Q1 で「ある」と回答した学校に、事故防止のための対策状況について尋ねたところ、「半分以上、

対策を講じている」が 62.9％、「一部のみ対策を講じている」が 19.1％、「対策を講じるのはこれ

からである」が 17.8％であった。 

図表 ２-５ 事故防止のための対策状況（SA） 

 

 

  

ある
43.6%

ない
56.0%

無回答
0.4%

(n=30033)

半分以上､対策を
講じている
62.9%

一部のみ対策を講
じている
19.1%

対策を講じるのはこ
れからである
17.8%

無回答
0.2%

(n=13105)
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３）対策が残っている理由（Q1-2） 

Q1 で「ある」と回答した学校に、対策が残っている理由を尋ねたところ、「造り付けや固定され

ているもので、学校だけでのレイアウトの変更や撤去が困難であるため」の割合が最も高く67.2％、

次いで「手すりや落下防止器具等の設置に時間を要するため」が 29.5％であった。 

図表 ２-６ 対策が残っている理由（MA） 

 

 

４）今後の対策予定（Q1-3） 

Q1 で「ある」と回答した学校に、今後の対策予定について尋ねたところ、「現在、対策を検討中

であり、見込みは立っていない」の割合が最も高く 59.7％、次いで「令和 5年 12 月までに、対策

を完了予定である」が 14.3％であった。 

図表 ２-７ 今後の対策予定（SA） 

 

 

  

67.2%

29.5%

14.9%

3.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

造り付けや固定されているもので､学校だけでの
レイアウトの変更や撤去が困難であるため

手すりや落下防止器具等の設置に時間を要するため

その他

無回答

(n=13105)

令和5年12月までに､対
策を完了予定である

14.3%

令和6年1月～3月頃には､
対策を完了予定である

8.1%

対策完了は令和6年度
以降になる見込みである

14.1%

現在､対策を検討中であり､
見込みは立っていない

59.7%

無回答
3.8%

(n=13105)
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５）対策状況（Q1-4） 

Q1 で「ない」と回答した学校に、現在の対策状況について尋ねたところ、「令和 5年 3月の通知

前から、対策が必要な箇所はなかった」の割合が最も高く 56.0％、次いで「令和 5年 3月の通知

前に、全て対策を終えている」が 30.1％であった。 

図表 ２-８ 対策状況（SA） 

 

注釈）令和５年３月の通知：令和５年３月３日付け４文科教第１６８５号消費者安全法第 33 条の規定に基づく

意見等について（周知）（https://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/1417343_00011.htm ） 

 

 

６）固定されていない積み重ねた棚（Q2） 

固定されていない積み重ねた棚（各教室や廊下等に上下の棚がいずれも床や壁に固定されずに

積み重ねた棚）の有無を尋ねたところ、「ある」が 21.3％、「ない」が 78.3％であった。 

図表 ２-９ 固定されていない積み重ねた棚（SA） 

 

 

  

令和5年3月の通知前から､
対策が必要な箇所はなかった

56.0%令和5年3月の通知前に､
全て対策を終えている

30.1%

令和5年3月の通知以
降､全て対策を終えた

11.6%

無回答
2.3%

(n=16809)

ある
21.3%

ない
78.3%

無回答
0.4%

(n=30033)

https://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/1417343_00011.htm
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７）事故防止のための対策状況（Q2-1） 

Q２で「ある」と回答した学校に、事故防止のための対策状況について尋ねたところ、「半分以

上、対策を講じている」が 51.0％、「半分以上未対策であるが、一部のみ対策を講じている」が

18.9％、「対策を講じるのはこれからである」が 29.7％であった。 

図表 ２-１０ 事故防止のための対策状況（SA） 

 

 

８）対策が残っている理由（Q2-2） 

Q2 で「ある」と回答した学校に、対策が残っている理由を尋ねたところ、「学校で棚を床や壁に

固定するのに時間を要するため」の割合が最も高く６９．１％、次いで「業者等により棚を床や

壁に固定することが必要であるため」が３０．１％であった。 

図表 ２-１１ 対策が残っている理由（MA） 

 

  

半分以上､対策を講じて
いる

51.0%

半分以上未対策であるが､
一部のみ対策を講じている

18.9%

対策を講じるのはこ
れからである
29.7%

無回答
0.4%

(n=6388)

30.1%

12.1%

69.1%

11.7%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

業者等により棚を床や壁に固定することが必要であるため

積み重ねられた棚を下ろすことが学校だけでは困難なため

学校で棚を床や壁に固定するのに時間を要するため

その他

無回答

(n=6388)
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９）今後の対策予定（Q2-3） 

Q2 で「ある」と回答した学校に、今後の対策予定について尋ねたところ、「現在、対策を検討中

であり、見込みは立っていない」の割合が最も高く 48.2％、次いで「令和 6年 1月～3月頃には、

対策を完了予定である」が 16.6％であった。 

図表 ２-１２ 今後の対策予定（SA） 

 

 

１０）対策状況（Q2-4） 

Q2 で「ない」と回答した学校に、現在の対策状況について尋ねたところ、「令和 5年 3月の通知

前から、対策が必要な箇所はなかった」の割合が最も高く 59.7％、次いで「令和 5年 3月の通知

前に、全て対策を終えている」が 30.1％であった。 

図表 ２-１３ 対策状況（SA） 

 

  

令和5年12月までに､対策
を完了予定である

15.8%

令和6年1月～3月頃には､
対策を完了予定である

16.6%

対策完了は令和6年度以降に
なる見込みである

18.5%

現在､対策を検討中であり､見
込みは立っていない

48.2%

無回答
0.9%

(n=6388)

令和5年3月の通知前から､対
策が必要な箇所はなかった

59.7%

令和5年3月の通知前に､全て
対策を終えている

30.1%

令和5年3月の通知以降､
全て対策を終えた

7.6%

無回答
2.6%

(n=23528)
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１１）園内における窓際の設置物､積み重ねた棚の有無（Q3） 

幼稚園・幼稚園型認定こども園に、「窓際の机やロッカー等の足掛かりとなる設置物」と「上下

の棚がいずれも床や壁に固定されずに積み重ねた棚」の有無を尋ねたところ、「ある」が 36.0％、

「ない」が 61.6％であった。 

図表 ２-１４ 窓際の設置物､積み重ねた棚の有無（SA） 

 

 

 

③ 安全点検等に関する取組状況について（調査票：Ⅱ） 

※以降は、全学校種が回答 

 

１）安全点検に使用する点検表等の有無（Q4） 

安全点検に使用する点検表等（安全点検を実施すべき箇所や方法等を示した書類）の有無を尋

ねたところ、「ある」が 89.8％、「ない」が 9.7％であった。 

図表 ２-１５ 点検表等の有無（SA) 

 

 

  

ある
36.0%

ない
61.6%

無回答
2.4%

(n=5740)

ある
89.8%

ない
9.7%

無回答
0.6%

(n=35773)
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２）点検表等の作成方法（Q4-1） 

Q4 で「ある」と回答した学校（園）に、点検表等の作成方法を尋ねたところ、「学校（園）独自

に作成」の割合が最も高く 56.2％、次いで「教育委員会等の学校設置者が示す例示を参考に作成」

が 40.5％であった。 

図表 ２-１６ 点検表等の作成方法（MA） 

 

 

３）点検表等に記載されている内容（Q4-2） 

Q4 で「ある」と回答した学校（園）に、点検表等に記載されている内容を尋ねたところ、「点検

の結果」の割合が最も高く 95.8％、次いで「不良箇所とその程度」が 94.2％であった。 

図表 ２-１７ 点検表等に記載されている内容（MA） 

 

注釈）点検の対象となる場所ごとの点検の観点＝例 教室等：窓下に足掛かりになるものはないか、校庭：サッカ

ーゴールは固定されているかなど、点検する方法＝例 目視、打音、振動、負荷、作動等、点検の結果＝例 

〇か×か等、不良箇所とその程度＝不良箇所の状況を記載。 

  

40.5%

56.2%

15.9%

2.3%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

教育委員会等の学校設置者が示す例示を参考に作成

学校（園）独自に作成

文部科学省が示す例示を参考に作成

その他

無回答

87.0%

85.3%

39.6%

95.8%

94.2%

62.4%

1.4%

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

点検を行う時期

点検の対象となる場所ごとの点検の観点

点検する方法

点検の結果

不良箇所とその程度

安全点検結果集計表等における改善措置の状況

その他

無回答

(n=32115)
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４）点検表等を毎年見直しているか（Q4-3） 

Q4 で「ある」と回答した学校（園）に、点検表等を毎年見直しているかを尋ねたところ、「見直

している」が 85.0％、「見直していない」が 14.6％であった。 

図表 ２-１８ 毎年見直しているか（SA） 

 

 

５）点検表を見直す際の観点（Q4-4） 

Q4-3 で「見直している」と回答した学校（園）に、点検表を見直す際の観点について尋ねたと

ころ、「これまでの安全点検により危険と思われる箇所の対策状況」を踏まえ見直すという回答の

割合が最も高く 62.6％、次いで「自校（園）での新たな事故事例（ヒヤリハット事例を含む）」を

踏まえ見直すという回答が 53.8％であった。 

図表 ２-１９ 点検表を見直す際の観点（MA） 

 

  

見直している
85.0%

見直していない
14.6%

無回答
0.4%

(n=32115)

53.8%

44.3%

62.6%

28.9%

1.8%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

自校（園）での新たな事故事例（ヒヤリハット事例を含む）

他校（園）での事故事例（ヒヤリハット事例を含む）

これまでの安全点検により危険と思われる箇所の対策状況

見直しの要否を確認し､必要がなかったため見直さなかった

その他

無回答

(n=27288)
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６）点検表等の見直しを行った内容（Q4-5） 

Q4-3 で「見直している」と回答した学校（園）に、点検表等の見直しを行った内容について尋

ねたところ、「点検の対象となる場所ごとの点検の観点」の割合が最も高く 47.4％、次いで「見直

しの要否を確認し、必要がなかったため見直さなかった」が 32.1％であった。 

図表 ２-２０ 見直しを行った内容（MA） 

 

 

７）安全点検での外部人材の参加（Q5） 

安全点検への外部人材の参加状況について尋ねたところ、「外部の方は参加していない」の割合

が最も高く 51.1％、次いで「安全点検の専門家」が 28.5％であった。 

図表 ２-２１ 外部人材の参加（MA） 

 

注釈）安全点検の専門家は、例えば次のような者を示す。 

労働安全コンサルタント：労働者の安全衛生水準の向上のため事業場の診断・指導を行う国家資格を有する人材。 
安全管理士：「建築業労働災害防止協会」が派遣する労働管理活動をバックアップする専門人材。 
技術士：科学技術に関する高度な知識と応用能力が認められた国家資格を有する人材。 

建築士：建造物の設計や工事の管理などを行う国家資格を有する人材。 
防災士：減災と社会の防災力向上のための活動が期待され、認定 NPO 法人日本防災士機構が認定する資格を有する人

材。 

 

12.8%

47.4%

14.8%

11.8%

23.2%

16.8%

3.6%

32.1%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

点検を行う時期

点検の対象となる場所ごとの点検の観点

点検する方法

点検の結果

不良箇所とその程度

安全点検結果集計表等における改善措置の状況

その他

見直しの要否を確認し､必要がなかったため見直さなかった

無回答

(n=27288)

3.1%
21.8%

28.5%
1.9%
2.5%
2.0%
4.5%

51.1%
0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

首長部局に在籍する技術職員
教育委員会（設置者）の職員

安全点検の専門家（民間委託も含む）
シルバー人材

保護者
地域住民
その他

外部の方は参加していない
無回答

(n=35773)
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８）外部人材の参加形式（Q5-1） 

Q5 のいずれかの外部人材の選択肢を回答した学校（園）に、その参加形式について尋ねた。 

 

ア 首長部局に在籍する技術職員 

「首長部局に在籍する技術職員」の参加形式としては、「教職員とは別に安全点検を実施」の割

合が最も高く 70.8％、次いで「教職員の安全点検に同行による助言等」が 34.3％であった。 

図表 ２-２２ 首長部局に在籍する技術職員（MA） 

 

 

イ 教育委員会の職員 

「教育委員会（設置者）の職員」の参加形式としては、「教職員とは別に安全点検を実施」の割

合が最も高く 55.4％、次いで「教職員の安全点検に同行による助言等」が 44.0％であった。 

図表 ２-２３ 教育委員会の職員（MA） 

 

  

70.8%

34.3%

12.6%

4.0%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

教職員とは別に安全点検を実施

教職員の安全点検に同行による助言等

遊具のみの安全点検を実施

その他

無回答

(n=1102)

55.4%

44.0%

13.2%

7.2%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

教職員とは別に安全点検を実施

教職員の安全点検に同行による助言等

遊具のみの安全点検を実施

その他

無回答

(n=7814)
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ウ 安全点検の専門家 

「安全点検の専門家（民間委託も含む）」の参加形式としては、「教職員とは別に安全点検を実

施」の割合が最も高く６１．６％、次いで「遊具のみの安全点検を実施」が４４．５％であった。 

図表 ２-２４ 安全点検の専門家（MA） 

 

 

エ シルバー人材 

「シルバー人材」の参加形式としては、「教職員とは別に安全点検を実施」の割合が最も高く

72.5％、次いで「教職員の安全点検に同行による助言等」が 21.5％であった。 

図表 ２-２５ シルバー人材（MA） 

 

  

61.6%

13.0%

44.5%

1.4%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

教職員とは別に安全点検を実施

教職員の安全点検に同行による助言等

遊具のみの安全点検を実施

その他

無回答

(n=10198)

72.5%

21.5%

7.7%

9.6%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

教職員とは別に安全点検を実施

教職員の安全点検に同行による助言等

遊具のみの安全点検を実施

その他

無回答

(n=684)
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オ 保護者 

「保護者」の参加形式としては、「教職員の安全点検に同行による助言等」の割合が最も高く

45.8％、次いで「教職員とは別に安全点検を実施」が 44.6％であった。 

図表 ２-２６ 保護者（MA） 

 

 

カ 地域住民 

「シルバー人材」の参加形式としては、「教職員とは別に安全点検を実施」の割合が最も高く

46.5％、次いで「教職員の安全点検に同行による助言等」が 43.5％であった。 

図表 ２-２７ 地域住民（MA） 

 

  

44.6%

45.8%

6.4%

9.6%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

教職員とは別に安全点検を実施

教職員の安全点検に同行による助言等

遊具のみの安全点検を実施

その他

無回答

(n=906)

46.5%

43.5%

6.1%

11.3%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

教職員とは別に安全点検を実施

教職員の安全点検に同行による助言等

遊具のみの安全点検を実施

その他

無回答

(n=733)
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キ その他 

「その他」の人材参加形式としては、「教職員とは別に安全点検を実施」の割合が最も高く36.6％、

次いで「遊具のみの安全点検を実施」が 36.1％であった。 

図表 ２-２８ その他（MA） 

 

 

９）安全点検の専門家の属性（Q5-2） 

Q5 で「安全点検の専門家（民間委託も含む）」と回答した学校（園）に、その属性を尋ねたとこ

ろ、「その他」の割合が最も高く 37.3％、次いで「技術士」が 30.0％であった。なお、「その他」

の内容としては、「公園施設製品安全管理士・整備技士（JPFA）」「公園施設点検管理士・点検技士

（JPFA）」「（一社）全国こども支援協議会の遊具点検士」「遊具点検の専門家・技士」「遊具業者」

「スポーツ器具業者」「保育用品業者」「エレベーター業者等の各設備の設置・管理業者」「電気・

ガス・水道業者」「電気保安協会」「ビルメンテナンス業者」「警備会社」「日本造園施設業協会」

「樹木医」「消防士」「防火施設検査員」「大学教授」「鉄工業者」「教育委員会からの派遣のため詳

細不明」等の回答が得られた。 

図表 ２-２９ 専門家の属性（MA） 

 

 

  

36.6%

27.3%

36.1%

8.6%

5.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

教職員とは別に安全点検を実施

教職員の安全点検に同行による助言等

遊具のみの安全点検を実施

その他

無回答

(n=1624)

3.1%

25.2%

30.0%

23.2%

11.8%

37.3%

1.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

労働安全コンサルタント

安全管理士

技術士

建築士

防災士

その他

無回答

(n=10198)
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１０）安全点検の専門家の参加経緯（Q5-3） 

Q5 で「安全点検の専門家」と回答した学校（園）に、専門家の参加経緯について尋ねたところ、

「教育委員会からの派遣で参加を得た」の割合が最も高く 79.7％、次いで「学校（園）から独自

に依頼し参加を得た」が 18.3％であった。 

図表 ２-３０ 専門家の参加経緯（MA） 

 

  

18.3%

0.8%

0.6%

79.7%

3.0%

1.2%

0% 10%20%30%40%50%60%70%80%90%

学校（園）から独自に依頼し参加を得た

地域住民であることがご縁で参加を得た

保護者であることがご縁で参加を得た

教育委員会（設置者）からの派遣で参加を得た

その他

無回答

(n=10198)
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１１）安全点検の工夫点（Q6） 

安全点検を実施する際の工夫点について尋ねたところ、「教職員の複数体制や点検する場所のロ

ーテーションによる安全点検」の割合が最も高く 50.9％、次いで「他校（園）で起こった事故事

例（ヒヤリハット事例含む）を踏まえた安全点検」が 39.8％であった。 

図表 ２-３１ 安全点検の工夫点（MA） 

 
注釈）AI やデジタル技術を活用した安全点検＝例 事故発生のデータをＡＩやデジタル技術を活用し、事故発生

の多い場所の分析やリストアップを行うことや、安全点検用アプリを導入したタブレット等を活用して安全

点検や危険個所データを一元管理・分析するなど。 

 

  

8.7%

33.3%

39.8%

50.9%

0.9%

2.2%

21.0%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

児童生徒等による安全点検

重大事故につながるヒヤリハット事例を取り入れた
安全点検

他校（園）で起こった事故事例（ヒヤリハット事
例含む）を踏まえた安全点検
教職員の複数体制や点検する場所の

ローテーションによる安全点検

AIやデジタル技術を活用した安全点検

その他

特に工夫した取組はない

無回答

(n=35773)
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２．学校設置者に対する安全点検に関する取組状況調査 

（１）調査概要 

① 調査目的 

学校等における安全点検の取組状況を把握し、実効性のある安全点検等の在り方に関する検討

を行うため、学校設置者に対する取組状況調査を実施した。 

なお、本調査は令和５年３月に消費者安全調査委員会から提出された意見具申を受けた、「消費

者安全法第３３条の規定に基づく意見等における緊急的対策の実施（安全点検）」の対応状況に関

する調査も兼ねている。 

加えて、同調査は学校事故対応に関する指針運用調査も兼ねているが、本報告書内では指針運

用調査の結果は取り扱わない。 

 

② 調査方法 

アンケートは文部科学省のオンライン調査システムを活用し、令和５年７月初旬から７月末ま

での期間で実施した。 

 

③ 調査対象 

調査対象は、都道府県・政令指定都市・市区町村の教育委員会である。 

 

（２）調査結果 

① 回答者の属性 

１）都道府県分布 

回答者の都道府県分布は次の表のとおりとなった。 

図表 ２-３２ 都道府県分布（SA） 

 

 

 

合計 北海道 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 茨城県 栃木県
1625 148 33 34 36 25 36 54 45 24
100.0 9.1 2.0 2.1 2.2 1.5 2.2 3.3 2.8 1.5

群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 新潟県 富山県 石川県 福井県 山梨県
36 64 53 58 30 25 16 20 18 25
2.2 3.9 3.3 3.6 1.8 1.5 1.0 1.2 1.1 1.5

長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県
70 40 31 51 26 17 23 44 38 30
4.3 2.5 1.9 3.1 1.6 1.0 1.4 2.7 2.3 1.8

和歌山県 鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 徳島県 香川県 愛媛県 高知県
29 19 19 19 22 20 23 16 21 36
1.8 1.2 1.2 1.2 1.4 1.2 1.4 1.0 1.3 2.2

福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県 無回答
59 18 17 43 16 22 40 36 0
3.6 1.1 1.0 2.6 1.0 1.4 2.5 2.2 0.0

合計
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２）自治体種別 

回答者の自治体種別は次のグラフの通りとなった。 

図表 ２-３３ 自治体種別（SA） 

 

 

 

② 学校等における安全点検に係る取組状況について（調査票：Ⅰ） 

１）安全点検マニュアルの策定状況（Q1） 

点検方法や点検様式等を記載した安全点検マニュアルの策定状況について尋ねたところ、「策定

している」が 23.4％、「策定していない」が 75.8％であった。 

図表 ２-３４ 安全点検マニュアルの策定状況（SA） 

 

 

  

都道府県教育委員会
2.8%

指定都市教育委員会
1.2%

上記以外
95.9%

無回答
0.1%

(n=1625)

策定している
23.4%

策定していない
75.8%

無回答
0.9%

(n=1625)
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２）安全点検マニュアルで示している内容（Q1-1） 

Q1 で「策定している」と回答した教育委員会に、安全点検マニュアルで示している内容を尋ね

たところ、「安全点検の実施箇所例」の割合が最も高く 84.2％、次いで「安全点検表例」が 72.9％

であった。 

図表 ２-３５ 安全点検マニュアルで示している内容（MA） 

 

 

３）学校の安全点検に派遣している外部人材の有無（Q2） 

学校の安全点検に派遣している外部人材がいるか尋ねたところ、「外部の方は参加していない」

の割合が最も高く 48.6％、次いで「安全点検の専門家（民間委託も含む）」が 27.3％であった。 

図表 ２-３６ 派遣している外部人材の有無（MA） 

 

  

84.2%

72.9%

28.4%

56.6%

3.2%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

安全点検の実施箇所例

安全点検表例

教職員が行う安全点検と外部人材が
行う安全点検との役割分担
安全点検後の改善措置及び

教育委員会への報告に関すること

その他

無回答

(n=380)

8.9%

22.1%

27.3%

0.5%

0.9%

1.7%

4.9%

48.6%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

首長部局に在籍する技術職員

教育委員会の職員

安全点検の専門家（民間委託も含む）

シルバー人材

保護者

地域住民

その他

外部の方は参加していない

無回答

(n=1625)
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４）安全点検の専門家の属性（Q2-1） 

Q2 で「安全点検の専門家（民間委託も含む）」と回答した教育委員会に、その属性を尋ねたとこ

ろ、「その他」の割合が最も高く 39.2％、次いで「建築士」の割合が 32.2％であった。 

なお、「その他」の内容としては、「公園施設製品安全管理士」「各設備の設置業者」「体育器具

メーカー」「遊具の安全点検の専門家（遊具メーカー社員、専門業者、遊具点検診断技術士）」等

の回答が得られた。 

図表 ２-３７ 専門家の属性（MA） 

 

 

５）遊具の安全点検に派遣している外部人材（Q2-2） 

Q2 でいずれかの外部人材の選択肢を回答した教育委員会に、遊具の安全点検に派遣している外

部人材について尋ねたところ、「遊具の安全点検の専門家」の割合が最も高く 69.0％、次いで「教

育委員会の職員」が 24.0％であった。 

図表 ２-３８ 遊具の安全点検に派遣している外部人材（MA） 

 

0.9%

19.1%

24.3%

32.2%

5.6%

39.2%

1.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

労働安全コンサルタント

安全管理士

技術士

建築士

防災士

その他

無回答

(n=444)

6.3%

24.0%

69.0%

0.0%

1.0%

1.1%

5.2%

4.0%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

首長部局に在籍する技術職員

教育委員会の職員

遊具の安全点検の専門家

シルバー人材

保護者

地域住民

その他

遊具の安全点検に派遣している外部人材はいない

無回答

(n=815)
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６）安全点検の工夫点（Q3） 

学校における安全点検を実効性のあるものとするために行っている工夫について尋ねたところ、

「管内や他地域の学校で起こった事故事例を踏まえた安全点検実施に係る学校等への呼びかけの

割合が最も高く 65.5％、次いで「学校等への死亡等の重大事故防止につながる安全点検のポイン

トの周知」が 44.6％であった。 

図表 ２-３９ 安全点検の工夫点（MA） 

 
 

 

７）AI やデジタル技術の活用方針（Q4） 

所管の学校が安全点検にＡＩやデジタル技術を活用するための方針等を示しているか尋ねたと

ころ、「はい」が 0.6％、「いいえ」が 98.4％であった。 

図表 ２-４０ AI やデジタル技術の活用方針（SA） 

 

注釈）ＡＩやデジタル技術の活用方針とは、例えば、事故発生のデータをＡＩやデジタル技術を活用し、事故発生

の多い場所の分析やリストアップを行うことや、安全点検用アプリを導入したタブレット等を活用して安

全点検の実施や危険個所データを一元管理・分析することなどを想定した方針のこと。 

  

44.6%

31.9%

65.5%

3.9%

18.1%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

学校等への死亡等の重大事故防止につながる
安全点検のポイントの周知

ヒヤリ･ハット事例の収集とその内容の学校等への周知

管内や他地域の学校で起こった事故事例を踏まえた
安全点検実施に係る学校等への呼びかけ

その他

特に工夫している取組はない

無回答

(n=1625)

はい
0.6%

いいえ
98.4%

無回答
1.0%

(n=1625)
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８）学校では改善できない事項についての申し出の有無（Q5） 

学校の安全点検結果を受けて、学校では改善を図るための措置を講ずることのできない事項（例

えば、施設の修繕、設備・備品の撤去、備品購入等）について、学校から申し出があるかを尋ねた

ところ、「ある」が 85.4％、「ない」が 13.5％であった。 

図表 ２-４１ 学校からの申し出の有無（SA） 

 

 

９）申し出に対する改善措置の状況（Q5-1） 

Q5 で「ある」と回答した教育委員会に、申し出に対する改善措置の状況について尋ねたところ、

「順次､改善措置を進めているが､複数年度に対策がまたがる場合がある」の割合が最も高く

70.0％、次いで「順次､改善措置を進めているが､改善措置を行わない事例もある」が 15.4％であ

った。 

図表 ２-４２ 申し出に対する改善措置の状況（SA） 

 

  

ある
85.4%

ない
13.5%

無回答
1.1%

(n=1625)

年度内に全て改善
措置を完了している

7.5%
順次､改善措置を進
めており､翌年度には
完了予定である

7.0%

順次､改善措置を進めているが､複
数年度に対策がまたがる場合がある

70.0%

順次､改善措置を進めているが､改
善措置を行わない事例もある

15.4%

改善措置は行っておらず､
行う予定もない

0.0%

無回答
0.1%

(n=1387)
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１０）改善措置を即座に進められない要因（Q5-2） 

Q5-1 で「年度内にすべて改善措置を完了している」以外の選択肢を回答した教育委員会に、改

善措置を即座位に進められない要因を尋ねたところ、「予算確保の関係」の割合が最も高く97.1％、

次いで「大規模な修繕を伴うため」が 47.9％であった。 

図表 ２-４３ 進められない要因（MA） 

 

 

  

97.1%

20.8%

13.0%

47.9%

2.7%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

予算確保の関係

所管する学校数が多いため

修繕等を行う自治体の技術職員が不足しているため

大規模な修繕を伴うため

その他

無回答

(n=1281)
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３．学校設置者及び学校における安全点検に係る取組事例調査 

（１）調査概要 

① 調査目的 

 安全点検の「実効性」と「持続可能性」を高める際の課題や工夫について示唆を得るとともに、

これらの取組のポイント等をまとめた好事例集を作成することを目的として、学校園または学校

設置者に対するヒアリング調査実施した。 

 

② 調査方法 

 文部科学省が実施した「学校に対する安全点検に関する取組状況調査」（9頁）、「学校設置者に

対する安全点検に関する取組状況調査」（26 頁）の回答を踏まえ、後述の「調査対象抽出の視点」

に基づき対象を選定した。 

なお、ヒアリング調査は原則として対面形式の個別ヒアリング形式（半構造化インタビュー形

式）によって実施した。 

 

③ 調査内容 

 学校園を対象としたヒアリング調査では、下記の項目について聴取するとともに、学校園への

ヒアリング調査だけでは把握できない点がある場合は、別途その学校園の設置者に問い合わせを

行い、情報を補完した。 

図表 ２-４４ 学校園に対する質問項目 

◎ 安全点検の実施状況について 

 －法定点検の実施体制（専門家への依頼状況等） 

－遊具の点検、非構造部材の点検の実施有無と実施体制 

－その他地域特性（災害特性や過去の教訓等）を踏まえた独自の点検の実施有無と実施体制 

－定期的な安全点検の実施時期・頻度、実施体制、実施方法、点検手法、点検範囲等 

－定期的な安全点検以外で実施している日常的な安全点検や、臨時的な安全点検があれば、 

その概要 

－安全点検マニュアル・点検表の作成・見直しの方法、体制（専門家による助言の有無など） 

－点検結果の取り扱い（修繕の要否の判断方法や基準があれば）  ／等 

 

◎ 安全点検の実効性・持続可能性を高めるための取組について 

－取組の内容・体制 

－取組に至るまでの経緯（導入前の困りごと、悩みなど） 

－取組導入時の課題やハードル、課題を解消するための工夫 

－取組運用時（現在）の課題やハードル、課題を解消するための工夫 

－取組により期待していた効果と実際の効果 

－今後の方針、展開  ／等 

 

◎ その他 

－安全点検に関する国への意見・要望 ／等 
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 学校設置者を対象としたヒアリングでは、下記の項目について聴取するとともに、安全点検マ

ニュアルや点検表があれば提供を依頼した。 

図表 ２-４５ 学校設置者に対する質問項目 

◎ 管轄地域内での安全点検の実施状況について 

 －法定点検の実施体制（専門家への依頼状況等） 

 ・点検の概要、現在の実施体制とした経緯 

 ・法定点検の期間（規定通りか、独自に期間を短くしているか、独自に短くしている場合

はその経緯と理由 等） 

 ・外部専門家を派遣している場合、外部専門家を派遣するに至った経緯、選定理由  

・外部専門家を派遣する際の課題や障壁 

・外部専門家への期待 ／等 

 

－遊具の点検、非構造部材の点検の実施有無と実施体制 

 ・実施、体制構築の経緯 

・外部専門家を派遣している場合、外部専門家を派遣するに至った経緯、選定理由  

・外部専門家を派遣する際の課題や障壁 

・外部専門家への期待 ／等 

 

－その他地域特性（災害特性や過去の教訓等）を踏まえた独自の点検の実施有無と実施体制 

 ・実施概要や体制、実施に至った経緯 等 

 

－安全点検マニュアル・点検表の作成・見直しの方法、体制 

・作成、見直し体制、専門家による助言の有無 

・点検結果の取り扱いや各校からの修繕要請に対する検討方法 

（修繕の要否の判断方法や基準があれば）  ／等 

 

◎ 安全点検の課題や工夫 

－各学校の安全点検に対する指導や研修等の有無や内容 

－安全点検の持続可能性、実効性の担保という視点から見た安全点検における課題や障壁 

－安全点検の持続可能性、実効性の担保に向けた取り組みの工夫 ／等 

 

◎ その他 

－安全点検に関する国への意見・要望 ／等 
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（２）調査結果 

① 調査対象抽出の視点 

 学校安全の３領域（生活安全、災害安全、交通安全）ごとに、取組状況調査の回答結果から特

徴的な取組のある学校・園または学校設置者を抽出し、所在地や学校種別に偏りがないように選

定した。なお、具体的な選定の視点は以下の通り。 

図表 ２-４６ 調査対象候補選定の視点 

視点 具体的な内容 

児童生徒の参画 
児童生徒の視点を取り入れた安全点検の実施 

安全点検の実施と安全教育の一体的な取組  

PTA や地域の参画 
安全点検における PTA の参画 

安全点検における地域住民との連携、地域住民の参画   

専門家との連携 外部専門家との連携による安全点検の実効性の向上   

AI やデジタル技術の活

用・効率化の取組 
AI やデジタル技術を活用した学校事故の解析等の実施 

ICT を活用した効率的な安全点検の実施、教職員の負担軽減 

点検の視点・対象の拡充 
校庭・遊具等を対象とした安全点検の実施 

児童生徒の特性とそのリスクに応じた安全点検の実施 

不審者対策を踏まえた安全点検の実施 

PDCA サイクルの構築 

安全点検のあり方の定期的な見直し 

ヒヤリハット事例の収集及び関係者への共有 

ヒヤリハットを生かした安全点検の実施 

過去の成果物を分析した取組の検証の実施 

 

② ヒアリング実施結果 

ヒアリング調査の対象と実施日・実施方式は図表 ２-４７の通り。 

なお、本ヒアリングは 36件（うち教育委員会４件）実施し、別の調査研究事業（学校安全総合

支援事業（学校安全の推進に関する計画に係る調査研究）～学校安全計画に係る取組状況調査結

果の分析～）のヒアリング調査と一体的に実施した教育委員会・学校もある。 

 

③ ヒアリング結果のまとめ 

 ヒアリング調査結果を踏まえ、取組事例集を取りまとめた。詳細は「第３章２．」（51頁）参照

のこと。 
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図表 ２-４７ ヒアリング調査結果 

所在地 ヒアリング先名称 実施日 実施方法 備考 

北海道函館市 函館市立中央小学校 令和５年 12 月 13 日 対面  

秋田県横手市 横手市立横手北中学校 令和５年 12 月１日 オンライン  

宮城県東松島市 東松島市立赤井小学校 令和５年 12 月 14 日 対面  

宮城県石巻市 石巻市立桃生小学校 令和５年 12 月５日 対面 * 

宮城県石巻市 石巻市立青葉中学校 令和５年 12 月４日 対面 * 

宮城県白石市 白石市教育委員会 令和５年 12 月 20 日 対面  

宮城県白石市 白石市立東中学校 令和５年 12 月 20 日 対面  

福島県福島市 福島愛隣幼稚園 令和５年 12 月７日 対面 * 

埼玉県さいたま市 さいたま市立西原小学校 令和５年 12 月１日 対面  

埼玉県さいたま市 さいたま市立大宮北高等学校 令和５年 11 月６日 対面 * 

埼玉県戸田市 戸田市立新曽小学校 令和６年１月 30 日 オンライン  

埼玉県秩父市 秩父市立秩父第一中学校 令和５年７月 27 日 対面  

東京都練馬区 旭幼稚園 令和５年 11 月 22 日 対面  

東京都世田谷区 日体幼稚園 令和５年 11 月 28 日 対面  

山梨県韮崎市 韮崎市立韮崎西中学校 令和５年 11 月７日 対面 * 

山梨県大月市 山梨県立やまびこ支援学校 令和５年 12 月４日 対面  

新潟県柏崎市 柏崎市教育委員会 令和５年 11 月 29 日 オンライン  

富山県富山市 富山県立富山聴覚総合支援学校 令和５年 12 月 11 日 対面 * 

愛知県 愛知県教育委員会 令和５年 11 月 30 日 対面  

愛知県岡崎市 愛知県立岡崎商業高等学校 令和５年 12 月 13 日 対面  

三重県鈴鹿市 鈴鹿市立箕田小学校 令和５年 12 月 19 日 対面  

大阪府池田市 大阪教育大学附属池田小学校 令和５年９月１日 対面 * 

大阪府池田市 大阪教育大学附属池田中学校 令和５年８月 31 日 対面 * 

兵庫県芦屋市 芦屋市立宮川幼稚園 令和５年 12 月 11 日 対面  

兵庫県明石市 明石市立高丘東小学校 令和５年 12 月５日 対面  

兵庫県豊岡市 豊岡市立港小学校 令和５年 11 月 24 日 対面  

島根県江津市 島根県立江津工業高等学校 令和５年 11 月 27 日 対面  

愛媛県今治市 今治市立乃万小学校 令和５年 11 月 22 日 対面  

愛媛県今治市 愛媛県立今治特別支援学校 令和５年 11 月 22 日 対面  

高知県黒潮町 黒潮町立南郷小学校 令和６年１月 12 日 対面 * 

宮崎県高千穂町 第一高千穂幼稚園 令和５年 12 月 19 日 対面  

宮崎県宮崎市 宮崎県立佐土原高等学校 令和５年 12 月７日 対面 * 

宮崎県 宮崎県教育委員会 令和５年 12 月７日 対面 * 

鹿児島県伊佐市 伊佐市立山野小学校 令和５年 12 月４日 対面  

沖縄県沖縄市 沖縄県立泡瀬特別支援学校 令和５年 12 月 15 日 対面 * 

沖縄県 沖縄県教育委員会 令和６年１月 11 日 オンライン * 

※備考欄「*」については、別調査「学校安全総合支援事業（学校安全の推進に関する計画に係る調査研究）～学

校安全計画に係る取組状況調査結果の分析～」と同時に実施したヒアリング先である。 
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１．ヒアリング調査を基にした安全点検のあり方の検討 

（１）主旨 

 学校における事故予防に向け、学校の安全点検の実効性・効率性を向上させるため、学校及び

学校設置者に対するヒアリングや、ベンダーヒアリング等を行い、安全点検のあり方について考

察を行った。 

 

 

（２）学校設置者及び学校に対するヒアリング調査の実施 

① 目的 

 各校の安全点検の実施状況から安全点検のあり方について示唆を得るため、ヒアリング調査を

行った。調査対象・実施方法等については「第２章３．」のとおり。 

 

② 実施結果 

 36 件のヒアリング調査結果から、点検方法や体制、工夫等の項目ごとに主な結果を整理した。 

 

１）実施体制 

ア 教職員の体制 

 実施体制としては、教職員１名で実施しているケース、複数で実施しているケースいずれも

あった 

 担当する場所については、担任として受け持つクラスの教室を基準としたり、火元責任者で

あることを基準としたりしている。また、教科担任制の場合には、これに基づき教科準備室

などの担当を振り分けている。 

 複数名で実施することで、一人では気付けなかった視点で点検ができることや、見落としが

減る等の理由から、複数名実施が望ましいという意見もあった。 

 教職員を複数のグループに分け、月ごとに点検箇所をローテーションさせている学校もあり、

慣れの防止に効果があるという。 

 

イ 児童生徒の参画 

 教員と生徒がペアになって安全点検を実施している学校（事例集Ｐ11）や、生徒委員会活動

での安全点検を実施している学校（事例集Ｐ９）、生徒会内に防災安全委員会を設置し、同委

員会が中心となって生徒による一斉点検を実施している学校（事例集Ｐ10）もある。 

 また、遊具の点検のみ児童に依頼したり（事例集Ｐ７）、避難訓練時に危険個所の洗い出しを

したり（事例集Ｐ８）する学校もある。 

 

ウ 地域住民や専門家等の参画 

 コミュニティ・スクールの活動や学校運営協議会の活動に合わせて学校の安全点検を依頼し

ている学校がある（事例集Ｐ14、Ｐ16）。 
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 また、保護者からの意見収集として、保護者アンケートを実施し、安全性について意見をえ

るとともに、対話による意見交換を行っている園がある（事例集Ｐ13）。 

 専門業者と連携し、点検の視点をマニュアル化するなどして、教職員による安全点検の実効

性向上につなげている学校がある（事例集Ｐ17）。 

 

２）実施方法 

 点検は放課後に行うケースや、授業時間内に行うケースなど様々である。 

 ただし、どの学校においても「毎月第●▼曜日を原則とする」など一定の時期を決めている。 

 点検手法としては基本的に目視である。打診棒や水平器等を使用しているケースはほとんど

ない。 

 

３）点検の範囲 

 校舎内、運動場の遊具など、学校内を網羅的に点検しているケースがほとんどである。 

 遊具の点検については、専門業者による点検があるものの、日常的な点検に追加しているケ

ースが多い。ただし、専門業者のように点検することは困難であるため、サビがはがれて落

ちてくる心配はないか、ボルトが緩んでいないかなど一見して容易なポイントを押さえてい

るとのことである。 

 校舎外周の安全点検を実施している学校もある（事例集Ｐ14、Ｐ16）。 

 日常点検では子供たちが普段使用する教室等を点検することとし、運動会の備品庫など日常

的に施錠されており、子供たちが入れない場所については、長期休暇期間等を使って一斉に

点検する学校もある。 

 

４）点検表のあり方 

 点検表については学校ごとに様々な考え方があり、点検表に点検項目と維持すべき状態等を

詳細に記載し、チェックをつける方式とすることで、点検の抜け漏れがなく、教職員が同じ

目線で、効率的に安全点検を行うことができるという意見がある。 

 一方で、点検表を細かく定めてチェックリストにすることで、チェックすることに意識が傾

いてしまい、危ないと思ってもチェックリストになければ記録されないなど、子供目線での

教職員の気付きを逃す可能性があるという意見もある。 

 

５）点検結果の記録方法 

 ヒアリングを行ったほとんどの学校で、紙で調査を行い、紙で保管している。 

 一方で、タブレット上で安全点検が完結するようＤＸ化に取り組み効率化を図っている学校

（事例集Ｐ18、Ｐ19）があるほか、紙で調査を行うがデータ上（スプレッドシート）で整理・

管理している学校（事例集Ｐ11）もある。 

 

６）修繕の要否の判断や判断基準 

 修繕の判断は管理職が判断しているケースがほとんどであり、用務員等の助言を受けながら、
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自校で修繕可能なものは修繕するとしている学校が大半である。 

 ヒアリング調査を通じて、緊急を要する場合には優先的に修繕対応されるが、その判断も学

校設置者の判断によるとのことであり、判断基準があるとよいとの意見が多数挙げられた。 

 学校によっては、学校運営協議会を通じて助言を得たり、実際に対応をいただいたりする学

校もある（事例集Ｐ16）。 

 

 

（３）ベンダーヒアリングの実施 

① 目的 

 安全点検の効率化・高度化に向けた示唆を得るため、施設整備・建築現場等にて AI やデジタル

技術を活用した製品等を開発・運用するベンダー２社に対してヒアリング調査を行った。 

 

② 実施概要 

 実施概要は次のとおり。 

 

対象 Ａ社 Ｂ社 

日時 令和５年 10 月 25 日（水） 

10：00～12：00 

令和５年１１月１日（水） 

13：00～14：30 

実施方法 対面 対面 

調査理由 土木現場等において業務プロセスの上

ですべき行動をインストラクションす

る製品やドローンサービスの導入等を

支援 

24 時間稼働が必要な施設の点検におい

て、施設点検ロボットを導入し、安全管

理・安全点検を実施 

 

③ 実施結果 

ヒアリング調査において、学校安全へのＡＩ・デジタル技術の導入可能性について意見交換を

行った結果は次のとおり。 

１）Ａ社 

ア 安全点検へのＡＩ画像解析の導入可能性等について 

 画像解析の手段としては、ドローンやスマートフォン・タブレットで撮影した画像のクラッ

ク等を解析することで、安全点検の効率化を図ることができるだろう。最近では、360°撮影

可能な高性能カメラを活用して室内を３D 化し、位置情報と画像情報がリンクするシステム

がリリースされている。マンション等の内覧にも活用されており、ひび割れ等まで撮影でき

るかは未確認だが、活用可能性はある。 

 ドローンについては、決められたルートを自動で定期的に飛ばして画像を撮影することが可

能であり、初回は専門家に依頼することになるが、その後は教職員が使用することも可能だ

ろう。 
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 また、外壁等のクラックについては、クラックの有無で温度差が生じることから、最近では、

サーモカメラを搭載してひび割れを検出するサービスも提供されており、学校敷地内の上空

撮影や、高所での作業が危険な箇所の安全点検にも活用できるのではないか。 

 A 社の AI画像解析技術によって、トンネルの空洞やひび割れの点検時間を目視に比べ空洞状

態であれば７割程度、ひび割れであれば９割程度時間削減につながったと確認している。 

 

イ 安全点検の実効性向上について 

 A 社のソリューションには、AR 機能を活用し、使用方法を知りたい機器にスマートフォンを

かざすと操作説明マニュアルの情報が空間に表示される仕組みがある。 

 このソリューションには AI 機能も盛り込まれており、例えば、コーヒーメーカーの使い方で

あれば、コーヒーメーカーにスマートフォンのカメラを向けると、所定の位置にカップを置

くように指示が表示され、カップを置いたらその状況をＡＩが判断して次の工程についての

指示が表示され、間違っているようであれば正しい工程で行うよう指摘が入る。 

 安全点検においても、教職員の点検の抜け漏れの予防や、点検のポイント、それまでの点検

情報の蓄積などを情報として盛り込むことで、実効性や効率性の向上につながるとともに、

新任や着任したばかりの教職員に対する安全点検の支援ツールとなる可能性がある。 

 

ウ 安全点検の自動化の可能性について 

 ある程度であれば機器やシステムを用いた危険箇所等の検出サポートは可能だが、校内・校

外には複雑な造りの場所もあるため、安全点検の自動化には見極めが必要である。 

 校舎の敷地外、特に通学路の点検等においては、適応可能な技術や方法が異なる可能性があ

る。 

 「ひび割れ」や「ささくれ」の自動検出については、許容誤差の範囲が厳しすぎると検出で

きない可能性が高まる。点検方法等、定義をどのように設定するかがポイントになるだろう。 

 ある鉄道会社では、定点のカメラで撮った線路の画像を使って人の目でボルトの点検をして

いるそうなので、遊具についても定点カメラで監視する方法もとれるのではないか。 

 

エ 学校の安全点検へのＡＩ・デジタル技術導入上の課題 

■画像等撮影上の課題 

 ドローンは落下の危険性があることから、児童生徒がドローン航行の周辺におらず、安全確

保ができた環境で実施する必要があり、学校においてはこの条件をクリアすることに障壁が

高いだろう。 

 定点カメラを設置して安全点検を実施することも技術的には可能であるが、個人情報保護の

問題がある。また、学校の場合、教室での更衣が行われることからも、教室内に定点カメラ

を設置するハードルは非常に高いだろう。 

 工事現場では、定点カメラにより、危険物や人の立ち入りによる事故を減らすための装置を

設置しているが、学校の場合は児童・生徒の個人情報の問題があるため、教員がタブレット

等のカメラ機能を用いて、校内を映しながら歩き、危険箇所を察知したらアラートを発報す
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る方法や、危険箇所にセンサーを取り付けて、人の立ち入りを感知したらアラートを鳴らす

方法も考えられる。 

 

■危険個所の検知における課題 

 教室内等、机や椅子などの什器が数多く存在する場所では、「ひび割れ」や「ささくれ」が露

出しづらいため検出が困難になる。 

 機械を活用する点検は、人の目による見落としや、日常の慣れによって気付きが起こらない

部分を補ってくれることを一番に期待できるものである。教員のリスクヘッジにもなるため、

まずはそうした段階から始めてはどうか。 

 

■デジタルデバイドの課題 

 建設現場でも、高齢のオペレータの中にはマウスの持ち方や動かし方を知らない者もいるが、

タブレット等を一度触れば抵抗感が低減している印象である。 

 学校においても、教職員が使いやすいデバイスを選定して、いかに分かりやすく使ってもら

うかが重要である。 

 そうした意味では、GIGA スクール構想により導入されているタブレットの活用が馴染みやす

いのではないか。 

 

２）Ｂ社 

ア 安全点検ロボットによるメリット 

 Ｂ社が施設点検に導入しているロボットでは、ロボット本体と何を組み合わせるか（環境セ

ンサー、AI、IoT カメラ、ドローン等）で変わってくるが、見る（目視）、聞く（異音）、嗅ぐ

（においセンサー）、話す（マイク使用）が概ね可能であり、安全点検にも活かすことができ

るだろう。 

 従来は人の目でメーターやランプを確認し、記録（エクセル記入）をしていたが、ロボット

を活用することで、ロボットのカメラで撮影した画像を人の目で確認、メーターの値やラン

プの状態を読み取って記録する形となっている。今後は AI によって読み取りや記録を行える

ようにするため、点検時間は従来の 95 分から、最終的に 20 分まで短縮できる見込みである。 

 作業時間の短縮に加え、業務の遠隔化や自動化により現地に常駐しなくても実施できる業務

の範囲が増え、リモート中心ワーカーなど新たな担い手の確保に繋がりつつある。ロボット

に設備点検の大半を任せることで時間を捻出できるため、人間しかできない業務にリソース

を割くことができるようになる。 

 熟練者のノウハウの可視化につながった。人間の感覚に頼っていたにおいなどの情報を、セ

ンサーを通じて数値化することで、熟練者のノウハウを可視化し、将来的にロボットやセン

サーで異常を自動検出できるようになる。 

 

イ 安全点検以外への援用の可能性 

 ロボットは自走し、遠隔操作できることからも、安全点検以外にも活用可能である。 
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 たとえばマイク使用ができることから、子供たちの活動において危険な状況に対して遠隔で

注意を行うことや、警備を目的とした見守り及び発報、来訪者の受付・案内なども可能であ

る。さらに、災害時の校内の状況確認等も行うことができる。 

 また、あらかじめ暑さ指数（WBGT）の情報をインプットしておき、児童・生徒の目線と同じ

高さで教室内を移動しながら室内の温度や湿度を計測して、熱中症の危険性が生じたらアラ

ートを発報したり、理科室の薬品をＱＲコードやＲＦＩＤタグで管理したりする以外にも、

学校へ行くことが難しい保護者に向けた遠隔の授業参観実施等、これまでの使用実績から援

用した活用方法も考えられる。 

 安全点検の目的のみに導入しようとするとコストも大きいが、学校に必要な様々な場面を想

定し、複数の役割を与えることで導入障壁も下がるのではないか。 

 

ウ 学校の安全点検へのロボット導入の障壁 

■移動可能範囲の課題 

 Ｂ社が導入しているロボットは人間の手に当たる部分は単純な操作しかできず、エレベータ

ーのボタンを押す程度であれば可能だが、基本的にドアの開閉は不可能である。移動につい

ても、平らな場所の自走は可能だが、階段の昇降はもちろん、少しの段差を乗り越えるのも

避けた方がよい。 

 そのため、教室のドアは解放された状態で点検を行うことが望ましく、教室の入り口にレー

ル等の段差があると想定通りに点検が進まない可能性もある。 

 階段の昇降はできないため、人力で対応するか、エレベーターで移動させる、または 1 フロ

アに 1台置く運用とするしかない。Ｂ社が導入しているロボットは２種類あり、重量が 60kg

と 12kg であり、人力で昇降させるには危険も伴う。 

 また、教室内においても、机や什器が多く、ロボットの動線を確保できるかも課題である。 

 

■コスト上の課題 

 １台導入するのに月額数万円かかることから、各校への導入はハードルも高い。 

 しかしながら、１台のロボットに複数のフロアマップを記憶させることが可能なため、複数

の学校で使用することができ、ネットワークを通じて、複数のロボットでデータを共有する

ことも可能である。 

 そのため、教育委員会単位でロボットを導入し、夏休み等に各校を巡回させることも方法の

一つである。 

 

■デジタルデバイドの課題 

 ロボットの操作については、教員（点検者本人）の PCやタブレットの十字キーで行うことが

可能であり、比較的容易である。 
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３）まとめ 

 安全点検にＡＩやデジタル技術を活用することについて、技術的には可能であるといえ、導

入が実現すれば安全点検の支援や効率化により職員の大幅な負担軽減につながるものと思わ

れる。 

 一方で、現状では、あくまで人の目を補完し、それにより作業時間の効率化や実効性を向上

させることに期待はあるが、完全自動化はまだまだ難しいといえる。 

 また、撮影方法や撮影した画像の処理、撮影に係る児童生徒及び保護者の同意に関しては一

定のハードルがあるといえる。 

 さらに、コスト負担の問題もある。災害と同様に、社会的なインパクトを与えるような子供

の事故は日常的に頻発するものではない。そうした中で、どれだけコストを投入できるかは

大きな障壁だろう。 

 そのような中では、安全点検のみに活用するのではなく、ＡＩやデジタル技術、ロボットの

導入に様々な役割・機能を与え、学校運営における様々な課題の改善につながる仕組みとし、

そのうちの一つに安全点検を位置づけるなどのあり方が必要である。 

 

（４）JSC データの分析 

① 目的 

 安全点検の実効性を高める上では、学校において生じた事故情報を分析し、安全点検方法や視

点等の定期的な見直しが求められる。 

 そこで、災害共済給付において給付した死亡・障害事例が閲覧可能な、独立行政法人日本スポ

ーツ振興センターが保有する「学校等事故事例検索データベース」のデータ（以下、「ＪＳＣデー

タ」）について、その情報を整理し、データの活用方法について検討を行う。 

 

② ＪＳＣデータ 

 ＪＳＣデータは、給付１件ずつその情報が整理されたミクロデータである。収集可能な情報は

次のとおり。 

図表 ３-１ ＪＳＣデータの項目一覧 

項目 内容 

給付年度 平成 17 年度～ のデータが入手可能 

死亡・障害 死亡又は障害のいずれか 

死亡障害種別 死亡・供花料 心臓系突然死、中枢神経系突然死、大血管系突然死、頭部

外傷、溺死、頚髄損傷、窒息死（溺死以外）、内臓損傷、

熱中症、全身打撲、電撃死、焼死、その他 

障害 歯牙障害、視力・眼球運動障害、手指切断・機能障害、上

肢切断・機能障害、 足指切断・機能障害、下肢切断・機能

障害、精神・神経障害、胸腹部臓器障害、外貌・露出部分

の醜状障害、聴力障害、せき柱障害、そしゃく機能障害 
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項目 内容 

歯牙欠損 歯牙欠損 

被災学校種 学校種別（保育所含む） 

被災学年 被災学年（幼稚園、保育園、こども園については被災年齢） 

性別 被災性別 

被災場面 場面１ 場面２ 

教科 体育（保健体育）、図画工作（美術）、理科、家庭（技術・

家庭）、農業、工業、道徳、外国語活動、総合的な学習の

時間、自立活動、その他の教科 

特別活動（学校行事

を除く） 

学級（ホームルーム）活動、給食指導、日常の清掃、 

その他学級活動、児童（生徒・学生）会活動、体育的クラ

ブ活動、文化的クラブ活動、その他 

学校行事 朝会、その他儀式的行事、文化的行事、大掃除、運動会・

体育祭、競技大会・球技大会、その他健康安全・体育的行

事、遠足、修学旅行、その他集団宿泊的行事、勤労生産・

奉仕的行事、その他 

課外指導 体育的部活動、文化的部活動、林間学校、臨海学校、水泳

指導、その他 

休憩時間 休憩時間中、昼食時休憩時間中、始業前の特定時間中、授

業終了後の特定時間中、その他 

寄宿舎にあるとき 

技能連携授業中 

通学中 登校（登園）中、下校（降園）中、通学（通園）に準ずる

とき 

競技種目 運動種目及び部活

動名 

水泳、鉄棒運動、跳箱運動、マット運動、体操（その他）、

短距離走、持久走・長距離走、障害走（ハードル）、走り

高跳び、走り幅跳び、投てき、陸上競技（その他）、ドッ

ジボール、サッカー・フットサル、テニス（含ソフトテニ

ス）、ポートボール、ソフトボール、野球（含軟式）ハン

ドボール、バレーボール、バスケットボール、ラグビー、

卓球、バドミントン、ホッケー、球技（その他）、柔道、

剣道、相撲、空手道、弓道、なぎなた、ボクシング、レス

リング、フェンシング、武道等（その他）、 

スキー、スケート、ボート、登山、自転車競技、ウェイト

リフティング、ヨット、アーチェリー、カヌー、準備・整

理運動、体操（組体操）、縄跳び、筋力トレーニング、そ

の他 

通学方法 徒歩、バス、鉄道、自転車、原動機付自転車、自動二輪車、自動車、その他 

被災場所 発生場所１ 発生場所２ 

校舎内 教室（保育室）、実習実験室、体育館・屋内運動場、 講堂、

遊戯室、廊下、昇降口・玄関、階段、ベランダ、屋上、便

所、その他 
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項目 内容 

校内・校舎外 運動場・校庭（園庭）、プール、排水溝、手足洗場、水飲

み場、農場、その他 

校外 道路、公園・遊園地、運動場・競技場、体育館・屋内運動

場、山林野（含スキー場）、海・湖・沼・池、河川、その

他 

遊具等 鉄棒、ぶらんこ、シーソー、回旋塔、すべり台、ジャングルジム、雲てい、登り

棒、遊動円木、固定タイヤ、砂場、総合遊具・アスレチック、その他 

事故の詳細（自由記述） 

資料：独立行政法人日本スポーツ振興センター「学校等事故事例検索データベース データベースのご利用に当

たって」に基づき作成 

 

③ ＪＳＣデータの利活用方法 

１）事故発生状況の把握・分析 

 ＪＳＣデータの利活用方法としてまず考えられるのは、事故発生状況を把握することにある。

文部科学省が公表する「学校における安全点検要領」においても、事故発生の多かった場所や場

面が整理されているところ、各校においても、各校の特性やこれまでの事故情報を踏まえて、ど

のような場面で事故が生じているかを把握することは、今後の事故予防に向けて重要なポイント

といえよう。 

また、ＪＳＣデータはミクロデータであることから、様々な視点・角度から分析を行うことで、

より多くの事故情報を把握することが可能である。そこで、たとえば児童生徒に対してデータを

提供し、分析させるなど、安全教育と一体化させることで、子供たちの事故に対する危機意識の

醸成を図ることも一案である。 

 

２）自校でのヒヤリハット経験を踏まえた事故の振り返り 

 日常的には、事故とまではならないヒヤリハット事例は多く生じているものと思われる。ヒヤ

リハットは一歩間違えれば大事故につながりかねないものであるため、ヒヤリハットの生じた場

面や場所等、類似場面を検索し、事故に至った事例を把握することで、事故予防に繋ぐことがで

きるだろう。 

 また、こうした情報は教職員・児童生徒に共有することも重要であり、校内研修等で取り扱わ

れたり、朝礼で共有されたりすることが望ましい。 

 

④ ＪＳＣデータの活用の限界 

１）選択可能な項目が限定されている 

 ＪＳＣデータは、各項目を選択式にしており、情報の入力や検索性が向上しているものと思わ

れる。一方で、事故場面はありとあらゆる状況が複合的に絡まっており、選択項目にない場面や

状況があるものと思われるほか、場面が同様でも、事故の詳細をみると状況が異なるケースも多

い。そのため、ある程度「知りたい場面」や「知りたい発生場所」を特定した上で、それらの情報

をスクリーニングし、具体的な事故の詳細を把握することも必要となる。 
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２）子供の行動や状況、身体的・心理的側面に係る情報は自由記述のみ 

安全点検の上では子供の視点に立って、子供がどのような行動を取るかを考えつつ、リスク要

因を特定・除去することが求められるが、ＪＳＣデータでは、直前の子供の行動や関係する子供

の状況等については、事故の詳細（自由記述）を整理するほかない。 

そのため、データ上は単純集計することができず、子供の視点に立った事故状況や改善策を検

討するには、ある程度場面や場所を特定した上で、その事故の詳細（自由記述）から情報を整理

するか、事故の詳細をテキストマイニング等の手法に基づき分析を行う必要がある。 

 

 

（５）安全点検のあり方 

 各調結果を踏まえた安全点検のあり方について考察する。 

 

① 実効性の高い安全点検に向けた点検体制と実施方法 

【ポイント】 
 複数の目で確認する 
 点検の慣れやマンネリ化を防ぐ 
 新任や着任後経験の浅い職員への支援を行う 
 目視だけではない方法も検討する 

 ヒアリング調査結果からも、安全点検はより多くの目で点検が実施されることが望ましいと考

えられる。可能な限り複数名で対応するほか、１名での対応となる場合には、点検箇所をローテ

ーションすることで、点検箇所を定期的に様々な目で確認する仕組みづくりが求められる。 

 こうした体制づくりにより、同じ場所を見続けることによる慣れやマンネリ化による実効性の

低下などを防ぐ効果も期待できる。さらに、新任教職員や、着任後まだ経験の浅い教職員と、ベ

テラン教職員をペアにするなどの方法により、「いままでもこの状態であった」であったり、地域

特性から「この点は注意しなければならない」であったりなど、これまでの施設の状況の引継ぎ

や重要な点検箇所の見落とし防止の効果も期待できる。 

 さらに、法令点検や遊具・設備点検に訪れた専門業者とのコミュニケーションを行い、専門業

者による点検の視点をフィードバックしてもらうとともに、その内容を点検マニュアル等に盛り

込んでいくことも、安全点検の実効性向上に寄与すると考えられる。 

 実施方法については、各校の事情において定期的に実施可能な体制が整備されていることが重

要であり、安全点検マニュアル等にも明記されている必要がある。また、点検は多くの学校で目

視に留まるが、たとえば打診棒や水平器などを活用することにより、目視だけでは気付くことの

できない異常を把握することが可能となる。 
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② 児童生徒の視点を活かした安全点検 

【ポイント】 
 身体的・精神的に児童生徒の視点を考える 
 児童生徒を頼る・任せる 
 安全教育と一体化させ、教育効果も期待する 

 安全点検を実施するにあたっては、子供の目線に立つことが重要である。児童生徒の目線に合

わせることについては、実際にしゃがむ等して実際の子供の目線で点検することや、子供の気持

ちになって子供のやってみたいことや、いたずらしたいことなど、好奇心を踏まえ、行動を想像

することも重要である。こうした点は、日ごろから子供たちと接する教職員にとってはよく理解

しやすいことであるが、子供の行動を言語化しておくことも重要である。 

 しかしながら、子供目線には限界もある。そこで、子供たちを巻き込み、子供たちに点検させ

ることも一つの方法である。子供たちに安全点検を任せることにより、子供たち自身が危険な行

動を理解することや、危険箇所に気付く効果もある。教職員だけでは気付かなかった視点を得る

ことができ、子供に対する教育的効果も期待できる。 

 このとき、子供に対して安全点検の方法を教職員から細かく説明すると偏ってしまう懸念があ

るため、「危ないと思う場所を自由に教えて」といったように、より抽象度の高い問いかけをし、

子供たちの気付きに任せるとともに、その気付きに向き合うことが重要である。 

 

③ 地域と連携した安全点検 

【ポイント】 
 コミュニティ・スクール、地域学校協働本部等の場や、来訪する機会を活用する 
 保護者・地域からの評価を定期的に受け、相互理解をはかる 
 専門課程のある高校等との協働を図る 

 コミュニティ・スクールや地域学校協働本部、学校運営協議会、ＰＴＡなど、学校運営におけ

る様々な関係団体が存在する。こうした団体は少しずつ役割が異なるものの、子供たちの良好な

学校環境を整えるという点では、定期的に学校に来訪する機会があることからも、可能な範囲で

安全点検又は危険個所の指摘を依頼することも検討の余地がある。 

 また、授業参観や保護者会などの機会を活かし、学校に来訪して気づいた点等についてアンケ

ート調査を行ったり、意見交換を行ったりすることも、安全確保の実効性向上に寄与するものと

考えられる。 

 さらに、建築科や土木科等の専門課程のある高校等との連携も効果的な方法である。こうした

高校等の教員は専門的な知見を有しており、学校教員という立場と、専門家という立場の両面か

ら指導・助言を得ることができ、教育委員会を通じた連携が可能である。こうした高校等の生徒

が参加することにより、社会貢献活動を通じた教育効果も期待できるなどメリットも多い。 
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④ 教職員の負担軽減に向けた安全点検 

【ポイント】 

 ＡＩやデジタル技術を活用する 

 教育委員会一体となってアウトソーシングを検討する 

 

 学校の安全点検は教職員の負担となっていることは間違いないようである。しかしながら、日

ごろから子供たちと接する教職員であるからこそ、子供たちの視線や行動を踏まえた安全点検が

可能であるともいえる。ＡＩやデジタル技術の活用等は、安全点検の効率化を図る一つの手段と

なりうる。 

たとえば、安全点検を紙ではなく Google フォーム等のアンケートフォームやスプレッドシート

で実施、整理、管理するだけでも、入力の簡素化や、情報の集約の手間や過去の情報の閲覧が容

易になるなど、効率的な安全点検を行うことができるものと考えられる。また、安全点検結果を

管理し、修繕の要否を判断する管理職や学校設置者にとっても、データ上で情報や該当箇所の写

真等を把握することができ、判断の迅速化にもつながるものと思われる。 

 将来的には、安全点検にドローンやロボットなどを導入し、画像を中心とした安全点検の実施

が期待され、これにより教職員の大幅な負担軽減を見込むことができる。一方で、コスト面やＡ

Ｉ学習データがないこと、撮影した画像への児童生徒の映り込みの懸念と個人情報保護の観点等

から、クリアすべき課題が多いのが現状であり、国を中心として今後も検討を進めることが望ま

しい。 

 なお、教職員の負担軽減に向けては、教育委員会が主導してアウトソーシングを検討すること

や、専門家（技術士や建築士等）と連携して点検を依頼することも一つの方法として考えられる。 

 

⑤ 安全点検に係るＰＤＣＡサイクルの構築 

【ポイント】 
 点検マニュアル・点検表の見直しを位置づける 
 映像記録や事故情報をもとに要因分析や振り返りを行う 
 全国で発生した事故情報を収集・共有する 

 

安全点検におけるＰＤＣＡを確立するためには、まずＰＤＣＡそれぞれの内容と検討サイクル

について点検マニュアルに位置付けることが重要である。また、一般的に、ＰＤＣＡのうち、「Ｐ

Ｄ（計画・実行）」の検討はより多くの時間が割かれるが、「ＣＡ（評価・改善）」は十分な時間を

割いて検討されないことや、そもそも「Ｐ（計画）」の時点で「ＣＡ（評価・改善）」が十分に位置

づけられていないなどの指摘が多い。子供の事故は想定外で発生することも多いと考えられるた

め、「ＣＡ（評価・改善）」の仕組みや位置づけをより重視し、明確化することが必要である。 

 具体的に「ＣＡ（評価・改善）」を行う手段として、子供のプライバシーを考慮した上で映像記

録を残すことや、校内で発生したヒヤリハット事例、事故事例を集約したマップ等の作成、全国

で発生した事故情報の把握、ＪＳＣデータを利用した分析等を行うとともに、こうした観点を踏

まえた点検表の見直しを行うことが求められる。  
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２．安全点検に係る取組事例集の作成 

（１）目的 

 「第３章１．（５）」において考察した安全点検のあり方について、各学校の取組のきっかけと

なるよう、学校・学校設置者の具体的な取組をまとめた「学校の安全確保に向けた取組事例集」

を取りまとめた。 

 

 

（２）取組事例集の作成 

 学校の安全点検は、学校の安全確保に向けた取組の一つであることから、本事例集は、別調査

「学校安全総合支援事業（学校安全の推進に関する計画に係る調査研究）～学校安全計画に係る

取組状況調査結果の分析～」の調査結果と一体となって取りまとめた。 

 詳細は後段「●安全点検に係る取組事例集（P137）」のとおり。 

 

図表 ３-２ 主として「安全点検」に係る事例として取りまとめた事例 
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図表 ３-３ 主に安全教育や教職員への訓練、教育委員会に係る事例として取りまとめた事例 
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●有識者会議の運営支援 

文部科学省が主催する、学校安全の推進に関する有識者会議及び学校の安全点検等の在り方検

討ワーキンググループの運営支援（会議出席、資料作成、助言）を行った。 

 なお、取組事例については、有識者会議及びワーキンググループの議論を通じて作成された「安

全点検要領」にも援用されており、取組事例の作成に当たっては、有識者からの助言を得ている。 

 

■学校安全の推進に関する有識者会議 

〇委員一覧 

委員名 所属 

大木 聖子 慶應義塾大学環境情報学部准教授 

小川 和久 東北工業大学総合教育センター教授 

北村 光司 産業技術総合研究所人工知能研究センター主任研究員 

木間 東平 東京都葛飾区立柴又小学校長 

桐淵 博 公益財団法人日本 AED 財団理事、元さいたま市教育委員会教育長 

嵯峨 実允 学校法人藤華学院理事長 

神内 聡 兵庫教育大学准教授 

首藤 由紀 株式会社社会安全研究所代表取締役所長 

平塚 真一郎 石巻市立青葉中学校長 

藤田 大輔 大阪教育大学教授 

山中 龍宏 緑園こどもクリニック院長 

渡邉 正樹 東京学芸大学名誉教授 

 

〇開催日時（※すべてオンライン開催） 

第１回 令和５年６月５日（月）13：00～15：00 

第２回 令和５年８月 24 日（木）10：00～12：00 

第３回 令和５年 12 月 22 日（金）16：00～18：00 

第４回 令和６年２月 27 日（火）10：00～12：00 
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■学校の安全点検等の在り方検討ワーキンググループ 

〇委員一覧 

委員名 所属 

大木 聖子 慶應義塾大学環境情報学部准教授 

小川 和久 東北工業大学総合教育センター教授 

北村 光司 産業技術総合研究所人工知能研究センター主任研究員 

木間 東平 東京都葛飾区立柴又小学校長 

渡邉 正樹 東京学芸大学名誉教授 

伊東 龍一郎 板橋区教育委員会事務局副参事（施設整備担当）、政策経営部施設経営課長 

桶田 ゆかり 十文字学園女子大学教授 

熊谷 亮平 東京理科大学工学部建築学科准教授 

森 純子 学校法人市川学園市川中学校・高等学校養護教諭 

森本 晋也 岩手県立図書館長 

 

〇開催日時（※すべてオンライン開催） 

第１回 令和５年６月 23 日（金）10：00～12：00 

第２回 令和５年７月 18 日（火）10：00～12：00 

第３回 令和５年９月 21 日（木）15：00～17：00 

第４回 令和４年 11 月 28 日（火）10：00～12：00 

第５回 令和６年１月 22 日（月）15：00～17：00 
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●学校に対する安全点検に係る取組状況調査 アンケート調査票 
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●学校に対する安全点検に係る取組状況調査 学校種別・都道府県政令市別集計 

（１）学校種別集計 
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（２）都道府県立・政令市立別集計 
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